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別紙
委員長　　　　開会宣言
　　　　　あいさつは省略します。これより議事に入ります。
議案第２９号

委員長　　　　本委員会に付託されました、議案第２９長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第２９号について、執行部の説明を求めます。

保健医療課長　議案第２９号について説明。
委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第２９号に対する質疑等を行います。
　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
原田委員　　　今後の影響で軽減措置を受けることができるとあるが、その財源は誰がみるのか。
保健医療課長　国保会計からの持ち出しです。

原田委員　　　4月３０日に専決処分だが、4月分と5月分は課税されないということでいいのか、遡及適用はいけないのではないか。

保健医療課長　国保の４、５月は仮算定で7月の本算定までに条例が間にあえば問題はないと県にも確認している。

原田委員　　　老人保健拠出金と負担は変わらないということ国保においても負担は変わらないと、しかし支援金が支払基金に拠出されるのではなく、別な計算の方法で賦課されたものが国保の財政から拠出金として出すわけで、そうすると実際は足らない。そのときの不足分はどう考えているのか。今まで通り国保の中から出すことでいいのか。支援金で集める金額は少なく、それ以上に拠出することになる。共済保険や社会保険の人達と国保の負担が違ったら不公平ではないかと思うが、推計はされたのか。
保健医療課長　平成20年度予算では、後期高齢者支援金を３億5,800万円程見込んだ。医療費の支払は１２か月分の１１か月ということで１１か月分を今回支援金として算出し、この約半分を後期高齢者支援金、今提示した税率で徴収する１億７千万円、約半分を税で賄い残り半分については国保の支出金で賄われるという説明を受けた。原田委員の言われる次の段階の想定はしていない。

原田委員　　　支援金の算出方法に、特定検診を受けた人達の改善率が評価されるようになり改善率が高い所はたくさん出る。

支援金は平成20年と21年の2年間は、国は100パーセント出すが3年後からは厳しく査定される。負担が変わらないということは絶対ない。地方税法上の限度額は12万円だが、拠出金が増加すれば限度額は、今回提案は11万円だが早晩３年後には１万円を値上げが考えられる。そういう見通しは現時点ではどうかなのか。
保健福祉部長　後期高齢者の支援金の調整は特定検診や保健指導で基本的には受診率が低いところ、あるいはメタボ効果がないところについては減額、ペナルティがある。やはりこれをきちんとすることにより医療費を下げるという部分がたぶん重大な要点ではないかなと思っている。
原田委員　　　矛盾は感じてくれているのか。
保健福祉部長　制度が始まったばかりで判断するということは、難しいと考えます。

原田委員　　　医療分の限度額を上げることにより1千万円位増収になるといわれたが、現時点では国保の集団検診は無料、一部自己負担がありるが基本的には無料です。そうすると1千万円増収になるので、もっと健康診断の受診率を上げるなど、健康に関する事業を行い積極的な展開を考えているのか。それとも今後考えていくのか。
保健医療課長　特定検診について国から示されている基本項目、プラス本町は一歩踏み込み詳細検診についても積極的に行っている。単純に他市町よりはたくさんの経費がかかるので、今回増収になった部分をこのようなところに充てていきたいと考えている。

委員長　　　　他ございませんか、無いようですので討論採決を行います。
最初に反対討論を行います。ございませんか。

原田委員　　　今回の支援金制度は、老人医療費を下げるところに眼目があり新しい制度ができた。しかし、この制度は75歳以上をひとくくりとした制度であり成り立たないと考える。

医療費が上がれば負担の金額が増える。高齢者の人数が増えると、今１割負担が12パーセント、13パーセントと上がるかもしれない。

支援金は後期高齢者が、医療費がたくさん上がり保険料が上がるから医療費を下げなければという思い。74歳までの人が75歳以上の人にこんなに医療費がかかり、支援金というのが出ている。
支援金の制度は、政府も老人保険制度と負担割合は変わらないといっているので、老人保険制度の負担と同じようにすればいいわけです。
75歳以上の後期高齢者の保険をつくるとしても、実際保険という制度は成り立たないわけで、支援金という現役世代に痛みを押し付けるこの制度を廃止すべきものと考えます。

今まで世帯で高齢者を扶養していた家族が世帯分離を迫られる。企業も74歳以下の人を扶養している人を国保に異動させようと考えている。舛添厚労省もそれは違法だというようなことを言っている。そんなことが現実に起きている。

後期高齢医療制度のまつわる諸問題について認めていくことになると被害はどんどん大きくなる。きっぱりと反対をして否決をしなければならない。国が様々な支援金の金額を増やす仕組みを含めて制度が始まっているが、そういう仕組みについても制度として反対していく必要があると思い、到底認めるわけにはいかない。
委員長　　　　他にございませんか。無いようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。
無いようですので、採決を行います。議案第29号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について原案のとおり賛成委員の挙手を求めます。
挙手多数（反対：原田委員）であります。
よって議案第２９号長久手町国民健康保険税条例の一部を改正する条例については原案のとおり可決することに決しました。
委員長　　　　以上で本委員会に付託されました議案は全て審議終了いたしました。

次に、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。ご異議が無いようですのでそのように取り計らいさせていただきます。
以上をもちまして文教福祉委員会を閉会します。
午後０時１５分閉会
上記、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２０年５月８日

文教福祉委員会委員長　吉田ひでき
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